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本日の内容

1 地域・在宅看護にかかわる法律と施策

１）介護保険・医療保険制度

２）地域・在宅看護に関わる法制度

2 地域包括ケアシステムと地域共生社会   

１）地域包括ケアシステムと社会資源

２）地域での生活を支える組織活動

３）看護の継続性(療養の場の移行に伴う看護)
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1 地域・在宅看護に
かかわる法律と施策
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何を守る法律か？
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地域で暮らす人の“生活”を
守るための法律でもある



資料①



こんなときどうする？

「病気になったらどうする？」

→

「高齢になって介護が必要になったら？」

→

「お金がなくて病院に行けなかったら？」

→
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それを支えているのが社会保障制度



社会保障制度
• 日本国憲法第２５条

すべての国民は、健康で文化的な最低限度
の生活を営む権利を有する。

国は、すべての生活部面について、社会福祉
社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努
めなければならない。

( )を保障する公的な制度の総称
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人が安心して暮らすための支え



社会保障制度の４つの柱
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介護保険
労災保険
を含む５つ

地域・在宅看護と特に
関連するもの





医療保険制度

• 原則すべての国民が何かしらの医療保険に
加入している（ ）

出生前から死亡まで、

すべてのライフステージの健康を支えるもの
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医療保険で医療サービスを
受ける仕組み
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保険証交付 少ない自己負担で医療
サービスを受けられる！



医療保険の種類
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種類 被保険者 保険者 根拠法

被用者
保険

健康保険 主に中小企業の被雇用
者とその家族

全国健康保険協会
（協会けんぽ）

健康保険法

主に大企業の被雇用者と
その家族

健康保険組合

船員保険 船員とその家族 全国健康保険協会
（協会けんぽ）

船員保険

共済保険 公務員、私立学校教職員
とその家族

各共済組合 各共済組合法

国民健康保険 特定職種（医師、弁護士、
農業者、酒屋など）の自
営業者

国民健康保険組合 国民健康保険法

上記以外の一般住民 都道府県、市町村、
特別区

後期高齢者医療制度 75歳以上の者及び65～
74歳で一定の障害がある
者

後期高齢者医療広
域連合

高齢者医療確保法

P．200



後期高齢者医療制度

• 後期高齢者（ 歳以上の者および６５歳～７４歳で
一定の障害がある者）が、それまでの医療保険に代わっ
て加入する

• 給付：自己負担額は 割

（現役並みの所得者は３割）

• 法律：高齢者の医療の確保に関する法律（2008年）

• 運営主体：(                                                                         )                                        

• 費用：公費約５割、若年者の保険料４割、

高齢者の保険料１割
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介護保険制度

• 2000年「 」に基づいて創設

高齢化の進展に伴う要介護者の増加などによ
る介護ニーズの増大、核家族化の進行、介護期
間の長期化などによる家族介護の限界

老人福祉・老人保健では対応できない
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高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組み



介護保険制度（第一条）

この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起
因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排せ
つ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上
の管理その他の医療を要する者等について、これら
の者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、必要な保健医
療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うため、
国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、
その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、
もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図る
ことを目的とする。
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対象がその人らしい生活を送ることができるよう、
高齢者の自立支援を基本理念とする

利用者が様々なサービスの中から自分に合ったものを選べる



介護保険

被保険者：

歳以上のすべての国民

保険者(                                     )

自己負担：

原則 割

（所得に応じて２～３割）
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介護保険で保険料が支払われる仕組み



P．１９３



★要介護・要支援認定の流れ

• P．１９４ 資料参照

①市町村（または特別区）に相談・申請

②市町村による調査など

③介護認定審査会の審査・判定

④認定と被保険者への通知

申請から原則30日以内に認定を行う
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ケアプラン作成と介護サービスの実施

介護保険サービスを利用する場合、あらかじめ

（介護サービス計画書：居宅サービス計画書・
施設サービス計画書）を作成することが必須

ケアマネジメントの費用は、ケアプラン作成も含め

全額が保険給付される
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訪問看護の実習に行ったら見せてもらう！



予防給付（要支援１・２）のケアプランは に依頼



介護給付（要介護１～５）

(                                                                         )と契約し依頼する

＜ケアマネジメントの流れ＞

実施・評価 ★利用者への説明と同意



P．１９６～１９８
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介護保険による給付（サービス）



地域・在宅看護が関わる療養の場

入院後治療経過を
みて転院または転
棟（転院する）

病院から老健へ
通所型サービスを
活用した居宅での

療養
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サービスを活用しつつ入所
より適切な治療・ケアを受ける

ために転棟・転院

自宅が不安な場合の中間施設
入所して、居宅での療養を目指す

資料１ テキストP174,175

居宅に訪問 訪問看護

訪問介護

病院 検査・治療 病棟

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

入所型施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・介護療養型医療施設
（令和５年廃止予定）

通所型施設
・通所介護
・通所リハビリテーション
（ディケア）
・小規模多機能型居宅介護
・看護小規模多機能型居宅介護
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対象 介護給付
要介護１～５認定者

予防給付
要支援１・２認定者

居宅サービス 訪問 訪問介護
訪問看護
訪問入浴介護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導

介護予防訪問介護
介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導

通所 通所介護
通所リハビリテーション

介護予防通所リハビリテーション

短期入所 短期入所療養介護
短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護
介護予防短期入所生活介護

その他 特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
特定福祉用具販売（購入費の支給）

介護予防特定施設入居者生活介護
介護予防福祉用具貸与
特定介護予防福祉用具販売（購入費の支給）

地域密着型サービス 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護 他

介護予防認知症対応型通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

施設サービス 介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護医療院













小規模多機能型居宅介護（通称：小多機）



施設サービス



地域密着型サービス（平成18(2006)年から）
原則としてその施設のある市町村の要介護者または

要支援者だけが利用できる。

サービス 方法 内容 要支援者の利用

夜間対応型訪問介護 居宅に訪問 夜間に訪問介護員（ホームヘルパー）が定期巡
回または随時対応を行う。

×

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

日中・夜間を通じて24時間、定期巡回と随時
対応が行われる。看護師も連携しており、訪問
介護と訪問看護の一体的なサービスが提供さ
れる

×

地域密着型通所介護 施設に通う 利用定員19人未満の小規模の通所介護 ×

認知症対応型通所介護 認知症の特性に対応したケアを受けられる通
所介護。

〇



サービス 方法 内容 要支援者の利用

小規模多機能型居宅介護 訪問・通い・宿泊
の組み合わせ

前スライド参照 〇

看護小規模多機能型居宅介護 前スライド参照 ×

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

小規模な施設な
どでの生活

比較的安定した状態にある認知症の利用者
が入所し、家庭的な環境と地域住民との交流
の元で、日常生活上の支援や、機能訓練など
のサービスを受ける。１つの共同生活住居（ユ
ニット）につき５～９人の利用者が、介護ス
タッフとともに生活する。

要支援２のみ〇

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護（地域密着型
特別養護老人ホーム）

入所定員30人未満の介護老人福祉施設（特
別養護老人ホーム）。少人数で家庭的な雰囲
気があり、地域との結びつきも重視する。

×



その他の入所型施設

老人福祉法

外部の訪問看護サービスを利用できる









福祉用具貸与









その他の法制度
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高齢者虐待防止法







都道府県：広域的・専門的なバックアップ





2 地域包括ケアシステムと地域共生社会   
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地域包括ケアシステム

平成26年：医療介護総合確保支援法

重度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることがで
きるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一
体的に提供できるしくみ

対象：あらゆる世代

２０２５年（令和７年）までに市町村や都道府県が主体的に、
( )に応じて構築することを目指す





地域包括ケアシステムの構成要素











看護の継続性(療養の場の移行に伴う看護)
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笠間市の３つの地区の

地域包括ケアシステムを調査しよう

61



発表資料の提出期限

7月23日(木)16:20 放課後

エアドロで井坂に提出
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